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 機構において役員を経験した者（役員経
験者）が再就職していること又は課長相当
職以上の職を経験した者（課長相当職以上
経験者）が役員、顧問等として再就職して
いること

 公表する情報 上記に該当する契約先につ
いて、契約ごとに、工事、業務又は物品購入
等契約の名称及び数量、契約締結日、契約先
の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報
を公表します。
 機構の役員経験者及び課長相当職以上経
験者（機構ＯＢ）の人数、職名及び機構に
おける最終職名
 機構との間の取引高
 総売上高又は事業収入に占める機構との
間の取引高の割合が、次の区分のいずれか
に該当する旨３分の１以上２分の１未満、
２分の１以上３分の２未満又は３分の２以
上
 １者応札又は１者応募である場合はその
旨

 当方に提供していただく情報
 契約締結日時点で在職している機構ＯＢ
に係る情報（人数、現在の職名及び機構に
おける最終職名等）
 直近の事業年度における総売上高又は事
業収入及び機構との間の取引高

 公表日 契約締結日の翌日から起算して72
日以内

７ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Shintaro Fujimoto, Direc‑

tor General of Oozone Residence Center,

UR COMMUNITY INC, As deputy for Ur‑

ban Renaissance Agency.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 75

 Nature and Quantity of the services to be

purchased : Cleaning in Mataho housing

complex, Urban Renaissance Agency, 1 set

 Fulfillment period : From 1 June 2019 to

31 May 2021.

 Fulfillment place : As shown in the tender

documentation.

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 31 年１月 15 日
契約責任者 中日本高速道路株式会社

金沢支社長 久保田 修
◎調達機関番号 418 ◎所在地番号 17
１ 調達内容
 品目分類番号 17
 購入等件名及び数量 金沢支社管内 湿塩
散布車購入（2019年度）湿塩散布車 ５台
 購入等案件の仕様等 入札説明書、証明書
等作成要領及び仕様書による。
 下取りに供する物品 無
 履行期間 契約締結日の翌日から平成31年
11月30日まで。
 納入場所 中日本高速道路株式会社 金沢
保全・サービスセンター（３台）、中日本高
速道路株式会社 福井保全・サービスセン
ター（２台）
 入札方法 落札決定にあたっては、入札書
に記載された金額に当該金額の８％に相当す
る額を加算した金額（当該金額に１円未満の
端数があるときは、その端数金額を四捨五入
するものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の108分の100
に相当する金額を入札書に記載することとし
ます。なお、本件入札は、「せり下げ方式」に
よることとし、契約制限価格の設定はありま
せん。なお、「せり下げ方式」による入札方法
は、入札説明書及び入札者に対する入札指示
書を参照すること。

６ その他
 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

 入札保証金及び契約保証金 免除
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、入札説明書に示す競争
参加資格確認申請書等を作成し、申請書等の
受領期限までに提出しなければならない。ま
た、発注者等から当該書類に関し説明を求め
られた場合は、それに応じなければならない。
なお、作成した申請書等は当社において技術
審査するものとし、本公告に示した競争参加
資格を有すると判断した申請書等を提出した
者のみ入札に参加できるものとする。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書及び入札者に求め
られる義務を履行しなかった者の提出した入
札書は無効とする。

 契約書作成の要否 要
 手続における交渉の有無 無
 詳細は入札説明書による。

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall.

 not come under Articles 331 and 332 of

the Urban Renaissance Agencys Rules

for the Operation of Accounting practice.

 have been qualified for the proposal of

procurement of the Classification of Ser‑

vice offer through the Examination of

qualifications for the Participation in the

Competitive Tendering Procedures for

Procuring Equipment by Chubu Branch

Office Urban Renaissance Agency in the

fiscal year 2017 and 2018.

 not be currently under a suspension of

nomination as instructed by Chubu

Branch Office, Urban Renaissance Agen‑

cy.

 have proven record of experiences of

the services concerned.

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents 1 Febru‑

ary 2019.

 Time‑limit for the submission of tender

documents 8 March 2019.

 Contact point for the notice : Customer

Department, Oozone Residence Center, UR

COMMUNITY INC, As deputy for Urban

Renaissance Agency, 1333 Yada

Higashi Ward, Nagoya City, Aichi 461
0040, TEL 0527231711.
 Other : For details concerning this tend‑

er, refer to the Tender explanation.

２ 競争参加資格
 中日本高速道路株式会社契約規則（平成18
年11月９日中日本高速道路株式会社規程第25
号）第11条の規定に該当しない者であること。

規則第11条の規定に該当しない者とは、次の
各号に掲げる者でないことをいう。
一 契約を締結する能力を有しない者（未成
年者、被保佐人又は被補助人であって、契
約締結のために必要な同意を得ている者を
除く。）及び破産者で復権を得ない者並びに
経営状態が著しく不健全であると認められ
る者
二 次のいずれかの一に該当すると認めら
れ、その事実があった後２年を経過してい
ない者（これを代理人、支配人その他の使
用人として使用する者についても同様とす
る。）であって、不適格と認める者。
イ 契約の履行に当たり故意に履行を粗雑
にし、又は材料等の品質若しくは数量に
関して不正の行為をした者
ロ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正の利益を得
るため連合した者
ハ 落札者若しくは契約の相手方に決定し
た者が契約を締結すること又は契約者が
契約を履行することを妨げた者
ニ 監督または検査の実施に当たり会社の
社員の職務の執行を妨げた者
ホ 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった者
ヘ 会社に提出した書類に虚偽の記載をし
た者
ト 会社と係争中である者
チ 役員等（個人にあってはその者、法人
にあっては非常勤を含む役員又は支店若
しくは営業所の代表者、その他の団体に
あっては法人の役員等と同様の責任を有
する代表者又は理事等、その他経営に実
質的に関与している者も含む。以下同
じ。）が、暴力団（「暴力団員による不当な
行為の防止等に関する法律」（平成３年法
律第77号）第２条第２号に規定する暴力
団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同
法第２条第６号に規定する暴力団員をい
う。以下同じ。）である法人等
リ 役員等が、自己、自社若しくは第三者
の不正の利益を図る目的又は第三者に損
害を加える目的をもって、暴力団又は暴
力団員を利用するなどしていると認めら
れる法人等
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